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第１章 

 

政府公共調達の電子化が汚職リスクに与える影響 

 

下吹越 アナ 

 

 

要約 

 

本稿は、政府公共調達の電子化が汚職リスクに与える影響を実証的に分析したものであ

る。公共調達は世界の GDP の約 5 分の 1 を占める重要な経済活動であるが、その規模の大

きさと行政担当者の裁量性の高さから、汚職のリスクが特に懸念される分野である。近年、

多くの国で導入が進められている電子調達システムは、調達プロセスの透明性と効率性を

向上させることで、汚職抑制に寄与することが期待されている。本稿では、「GTI Global 

Public Procurement Database」に収録された、2006 年から 2021 年までの 18 カ国におけ

る政府調達契約の個票データを用い、電子調達の導入効果を検証した。特に、電子調達の効

果が各国の政府機関の質によってどのように異なるかに注目し分析を行った結果、電子調

達の導入は汚職リスクを有意に低下させること、そしてその効果は政府機関の質が相対的

に低い国においてより大きいことが明らかとなった。さらに、この結果の妥当性を検証する

ため、分析対象国であるケニアと日本の政府関係機関における事例分析を行った。両事例か

ら、電子調達システムの導入が透明性向上や競争性改善といった効果をもたらす一方で、制

度面・技術面での様々な実務的課題が存在することが判明した。これらの分析結果は、電子

調達システムが特に制度的基盤が脆弱な国において、効果的なツールとして機能する可能

性を示すとともに、その効果を最大限に発揮するためには、各国の状況に応じた段階的な導

入アプローチと適切な支援体制の構築が不可欠であることを示唆している。 

 

 

１．はじめに 

 

持続可能な社会経済の実現に向け、公共調達の適正化は国の重要課題である。公共調達と

は、一般に政府機関が国民や事業者の税金を原資として、民間企業から商品やサービスを購

入するプロセスを指す1。公共調達支出は、高所得国では政府支出の約 29%、開発途上国で

は約 50%を占め、過去 10 年間で 10 倍に拡大している (World Bank 2016)。特に、昨今の

新型コロナウイルスのパンデミックにより、保健分野における支出が顕著に増加している 

 
1  https://www.startupindia.gov.in/content/sih/en/public_procurement.html (2024 年 11 

月 6 日)。  
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(OECD 2023)。コロナ禍で明らかになったように、公共調達の戦略・実践は国民の生活の質

と福祉に直結するため、各国は公共調達の競争性、透明性を担保し、調達手続きの効率化と

費用対効果の改善に努める必要がある。 

一方で、公共調達においては、入札談合やカルテルなどの汚職事件が後を絶たない2。国

を問わず、取引規模が大きく、業態の特殊性や取引対象の保秘性が高い分野については、汚

職が発生するリスクが高まる傾向にあり、公共調達は最も不正の影響を受けやすい政府活

動の一つとされている (野田 2022; OECD 2016)。特に、コロナ禍により途上国には国際機

関等から多額の援助資金が流入しているが、短期間での大規模な調達は、汚職の温床となる

危険性が高い (野田 2022)。 

公共調達における汚職は、政府と市民社会の双方に重大な損失をもたらす。OECD (2013) 

の報告によれば、2000 年代初頭において、世界の公共調達予算の 20〜25%、金額にして年

間約 2 兆ドルが汚職により失われたと推定されている。汚職は入札プロセスにおける競争

原理を歪め、インフラと公共サービスの質の低下を招き、経済発展に直接的な悪影響を及ぼ

す (World Bank 2016)。特に発展途上国では、限られた財政資源の効率的な活用が経済発

展の鍵となることから、公共調達の適正化は喫緊の課題となっている。 

こうした状況を背景に、各国では、効率的かつ有効的な調達を実現するため、公示・公告、

入札・開札、契約、 施工管理、維持管理などの公共事業調達の一連のプロセスを電子化し、

行政・事業者間とのやりとりをインターネット上で行う電子調達の導入が進められている 

(島田 2003)。既存研究では、公共調達の電子化には主に 3 つのメリットがあるとされる。

第一に、透明性の向上である。入札の過程や結果が電子的に記録・公表されることで透明性

が向上し、公共調達プロセスにおける恣意的な行動の機会が排除され、汚職リスクが最小限

に抑えられる (OECD 2008)。第二に、競争性の向上である。オンラインでの入札参加を可

能にすることで、応札者の人件費や移動コストを削減し、地理的・時間的制約を超えた競争

性の向上が期待される3。第三に、事務の効率化である。公示や応札案件情報の提供、開札

行為を電子化することで、事務負担の軽減および業務の効率化が図れる4。特に、入札参加

資格の審査や、入札価格の評価などの重要なプロセスが自動化されることで、人為的な判断

の余地が減少し、より公平な調達が実現される。 

電子調達の推進が世界的な潮流になる中、その効果を実証的に検証し、どのような制度設

計と運用方法が汚職リスクの減少に効果的かを明らかにすることは、公共調達制度の改革

において重要な示唆をもたらすと考えられる。しかし、既存研究の多くは電子調達と汚職の

理論的メカニズムの解明に重点を置いており、両者の関係を計量的に分析した研究は極め

 
2 近年、日本では 2020 年の新型コロナウイルス感染症への緊急対応として行われた全世帯

へのマスク配布事業や、2020 年から 2021 年にかけて行われた東京オリンピック・パラリ

ンピックの観客向けアプリの入札等で、業者選定の不透明性や入札の公正性が指摘された 

(梅澤 2022)。 
3 https://www.cals.jacic.or.jp/coreconso/aboutus/merit.html (2024 年 11 月 6 日)。 
4 https://www.e-bisc.go.jp/service/index.html (2024 年 11 月 19 日)。 
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て限られている5。そこで本稿では、2006 年から 2021 年の政府調達案件について、国際デ

ータを用いた実証分析を行い、政府公共調達の電子化が汚職リスクに与える影響を定量的

に明らかにすることを目的とする。 

本稿の構成は以下の通りである。次の第 2 節では、公共調達の制度背景と、電子調達が汚

職に与える影響のメカニズムについて、先行研究を整理する。第 3 節では、本稿の理論仮説

を構築し、第 4 節では、理論仮説を検証するためのデータと推定方法を提示する。第 5 節

では、分析結果を示すとともに、分析対象国であるケニアと日本の政府関係機関の事例分析

を通じて、電子調達の効果と課題について考察する。最後に第 6 節では、本稿で得られた知

見を踏まえて、効果的な公共調達の実現に向けた政策の示唆を述べる。 

 

 

２．先行研究 

 

２－１．制度背景 

 

国の財政支出には、補助金や交付金等の直接支出と、民間企業との契約による物品やサー

ビスの調達があり、後者は公共調達と呼ばれる (梅澤 2022)。公共調達はエネルギー供給か

ら医療サービスに至るまで、政府が市民に提供する基礎的サービスの重要な柱であり、市民

生活に広く影響を及ぼしている6。そのため、公共調達の適切な運用は財政規律と経済発展

の両面で重要な政策課題となっている。 

公共調達における契約方式は各国によって異なるものの、現在、国内外を問わず、一般競

争入札が最も基本的な調達手続きとして広く採用されている (舘 2013)。一般競争入札は、

最低価格で応札した者が落札する、最低価格落札方式が基本となっている。これは、財政的

な消費が納税者の負担に基づいて行われることから、公的主体による契約の公正さと経済

性を確保すべきという思想に依拠している (金崎 2019)。ただし、価格のみで落札者を決定

すると、品質に問題が生じる可能性があるため、契約の性質等に応じて価格と提案内容を総

合的に評価する総合評価落札方式も導入されている (岩崎 2018)。 

伝統的な公共調達システムには様々な課題も指摘されている。OECD (2016) は、プロセ

スの不透明性や競争の制限、汚職リスク、非効率な文書管理、支払いの遅延などを主要な問

題として指摘している。これらの課題は特に途上国において深刻化する傾向にあり、公共サ

ービスの質の低下や財政資金の非効率な使用を引き起こしているケースが報告されている  

(Asian Development Bank 2013)。このような状況は、公共調達本来の目的である効率的な

 
5 Jiménez et al. (2022) は両者の関係を計量的に分析した数少ない研究の一つである。た

だし、同研究は World Bank Enterprise Survey のアンケート調査に基づく企業レベルの分

析にとどまっている。これに対し本稿は、各国の調達契約を分析単位とし、Fazekas (2024) 

の複合汚職リスク指数を用いることで、より客観的な検証を可能にしている。 
6 https://www.oecd.org/en/topics/public-procurement.html (2024 年 11 月 19 日)。 
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財政運営と質の高い公共サービスの提供を阻害する要因となっている。これらの課題に対

応するために、近年、各国が導入を進めているのが電子調達システムである。電子調達とは、

従来の紙ベースの調達手続きを置き換え、入札公告から支払いまでの一連の調達プロセス

をデジタル化することで、業務の効率化と調達の有効性向上を目指すシステムである 

(OECD 2011)。調達プロセスを電子化することで、データの一元管理や他の IT システムと

の連携が可能となり7、業務の正確性を高めながら効率化を図ることができる。政府は限ら

れた財源の中で政策効果を最大化させるため、調達プロセスの費用対効果の向上が求めら

れており、電子調達はその有力な手段として注目されている。 

 

２－２．理論背景 

 

電子調達システムの導入効果については、主に透明性向上と汚職抑制の観点から分析が

進められてきた。Szymanski (2007) は公共調達プロセスを体系的に分析し、(1) 調達計画、

(2) 製品設計と文書化、(3) 入札、(4) 契約締結と履行、(5) 会計と監査の 5 段階に分類して

いる。この分類に基づき、Neupane et al. (2012) や Dema (2015) は各段階における電子

調達の具体的な効果を検討している。まず、(1) 調達計画段階においては、政府関係者によ

る私的利益の追求や機密情報の漏洩といった構造的な問題が指摘されてきた。これに対し

電子調達システムは、入札者による調達活動の監視機能を強化するとともに、技術仕様書の

電子ポータルでの公開を通じて、担当者による恣意的な仕様変更を制度的に防止する機能

を果たしている。(2) 製品設計と文書化段階では、特定の事業者を優遇するような技術仕様

書を設計するという問題が存在していたが、電子調達システムの導入によるプロジェクト

仕様書の一元的な公開や標準文書への準拠により、調達の透明性と公平性が担保されるよ

うになった。(3) (4) の入札・契約締結段階は、特に開発途上国において最も深刻な汚職リ

スクが指摘される領域である。政府職員による間接的な不正介入や、競合事業者への不当な

圧力行使などの問題に対し、電子入札システムの導入は、従来の紙ベースの入札で発生して

いた人的エラーの排除と、担当職員による恣意的な不正行為の防止に大きく貢献している。

(5) 会計・監査段階においては、従来の体制下では定期的かつ体系的な監査の実施が困難で

あったが、電子調達システムの導入により、調達結果および決算報告の常時モニタリングが

可能となり、事後的なガバナンス機能が大幅に強化されている。このように、電子調達は公

共調達の透明性・公平性の向上に対して、包括的かつ体系的な効果をもたらすことが明らか

になっている。 

 

 

 

 
7 デジタル請求書などの関連システムとも統合することで、調達の全過程をシームレスにデ

ジタル化することができる (OECD 2019)。 
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３．理論仮説 

 

３－１．電子調達の透明性向上効果と汚職抑制メカニズム 

 

電子調達システムは調達担当者の裁量的な判断や権力の濫用をチェックするための重要

なツールとして国際的に認識されている (Sohail and Cavill 2008)。電子調達システムの導

入は、公共調達プロセスの透明性向上と汚職抑制に包括的な効果をもたらす。特に、不正や

汚職の機会の大半は対面での接触を通じて生じているため、電子調達システムにより標準

化された取引プロセスは、従来の対面でのやり取りで発生していた不正の機会を大幅に削

減することができる (Pictet and Bollinger 2008)。また、低コストで多数の潜在的なサプラ

イヤーに効率的に情報を配布することが可能となり、特定業者への便宜供与を構造的に抑

制する効果も期待できる (OECD 2008)。さらに、システム上に記録が残る電子的なやり取

りは、事後的な監査や検証を容易にし、不正行為の抑止力として作用する。これらの理論的

考察に基づき、以下の仮説を導出する。 

 

仮説１ 公共調達の電子化が進むほど、調達プロセスにおける汚職リスクが減少する。 

 

この仮説は、電子調達システムが持つ包括的な効果が、対面接触の機会の制限、情報アク

セスの改善、そして監視機能の強化を通じて、調達プロセスにおける汚職リスクを構造的に

低減させるというメカニズムを想定している。 

 

３－２．政府機関の質による電子調達の効果の異質性 

 

電子調達システムの汚職抑制効果は、各国の政府機関の質によって異なる影響を受ける

と考えられる。特に、政府機関の質が相対的に低い国において、電子調達システムの導入が

もたらす限界的な改善効果がより大きくなることが想定される。 

Mistry and Jalal (2012) は、2003 年から 2010 年の国際比較分析により、電子政府の汚

職抑制効果が先進国よりも発展途上国において顕著に大きいことを実証的に示している。

同様に、Bhuiyan (2011) は発展途上国の事例研究を通じて、電子政府が透明性の向上と汚

職抑制に特に効果的であることを明らかにしている。 

この現象の理論的説明として、以下のメカニズムが考えられる。まず、政府機関の質が低

い国ほど、既存の調達プロセスにおける裁量性や不透明性が高く、それゆえ電子調達システ

ムの導入による構造的な改善余地が大きい。Pathak et al. (2007; 2008; 2009) の一連の研

究が示すように、エチオピアやフィジーなどの発展途上国において、電子政府の導入が政府

と市民の関係改善に大きく寄与し、公共サービスの質的向上をもたらしている。 
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これらの知見を総合すると、電子調達システムの汚職抑制効果は、政府機関の質が中程度

から低い国において最も顕著に表れると考えられる。すなわち、基本的な政府機能は維持さ

れているものの、従来の調達プロセスに改善の余地が大きい国で、電子調達システムの限界

効果が最大化されると予想される。以上の理論的考察に基づき、以下の仮説を導出する。 

 

仮説２ 政府機関の質が低いほど、電子調達システムが汚職に与える影響が大きい。 

 

この仮説は、電子調達システムの効果が各国の制度的文脈に依存するという条件付きの

関係を想定している。特に、政府機関の質の相対的な低さが、電子調達システムの潜在的効

果を増幅させるという因果メカニズムを示唆している。 

 

 

４．データと方法 

 

４－１．データ 

 

 上記の理論仮説を検証するために、本稿では『GTI Global Public Procurement Database』

8 (以下、GPPD) を用いた実証分析を行う。GPPD は、ウェブスクレイピング手法により収

集された国際的な公共調達データベースであり、2006年から 2021年までの期間において、

42 カ国から 7,200 万件以上の政府調達契約に関するデータを収録している。各国の調達情

報は共通のデータ標準に従って標準化されており、買い手とサプライヤーの情報、製品分類、

価格情報、契約日、調達手続きの種類など、契約プロセスに関する詳細な情報を含む。本分

析では、データの利用可能性を考慮し、18カ国 (Bulgaria, Cyprus, Finland, Hungary, Italy, 

Kenya, Lithuania, Luxembourg, Latvia, Malta, Mexico, Netherlands, Norway, Portugal, 

Romania, Slovenia, Slovakia, United States) の 2006年から 2021年のデータを使用する。

これらの国々は、電子調達システムの導入前後において十分な期間のデータが蓄積されて

おり、電子調達の導入効果を検証するために適したサンプルである。 

本分析の従属変数には、公共調達における汚職を測定するための、複合汚職リスク指数

(Composite Risk score) を採用する。この指標は、Fazekas (2024) によって開発され、公

共調達の契約レベルでの不正を包括的に捉えたものである。複合汚職リスク指数は、表 1 に

示す 9 つの個別指標の平均値として算出される。この指標を用いることの利点として、以

下の三点が挙げられる (Fazekas 2024)。第一に、様々な形態の汚職リスクを包括的に評価

できる点である。例えば、一者応札指標や特定業者への支出集中度指標は、入札の競争性が

損なわれている可能性を示している。また、調達手続き指標や応札・審査期間、入札公告の

有無等の指標は、手続き面で調達担当者が恣意的な操作を行っている可能性を示している。 

 
8 https://data.mendeley.com/datasets/fwzpywbhgw/3 (2024 年 11 月 10 日)。 
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表１ 複合汚職リスク指数の構成要素 

 

さらに、タックスヘイブン指標は、応札者の競争環境に関する潜在的な汚職リスクを示して

いる。第二に、この指標は客観的な評価基準に基づいているため、異なる制度背景を持つ国

家間の比較を可能にしている。第三に、個別指標の平均値を用いることで、より安定的で信

頼性の高いリスク評価が可能となる。ただし、これらの指標は直接的な不正行為を示すもの

ではなく、あくまでも汚職リスクを示唆するものとして解釈する必要がある。 

次に、理論的に関心のある独立変数として、仮説 1 では電子調達ダミーを用いる。これは

各国の電子調達導入年度を基準に、導入前を 0、導入後を 1 とする二値変数である。なお、

この操作化には測定上の制約が存在する。多くの国では、電子調達システム導入後、従来型

の入札から電子入札への移行が段階的に進められるため、実際の普及度を十分に反映でき

ていない可能性がある。この点は本稿の主要な限界の一つであり、今後の研究では、各国に

おける電子入札の利用割合など、実際の普及度を示すデータを用いたより精緻な分析が求

められる。仮説 2 では、国レベルの政府機関の質の影響を見るために、電子調達ダミーと政

府機能指数の交互作用項を投入した。政府機能指数は、フリーダムハウスが毎年発表してい

る「Freedom in the World」9における、政治的権利指標の一つである。この指標は、3 つ

の質問項目10の合計として、0 から 12 の値を取る。具体的には、政府の説明責任、透明性、

 
9 https://freedomhouse.org/report/freedom-world/2024/mounting-damage-flawed-electio 

ns-and-armed-conflict (2024 年 11 月 10 日)。 
10 1 つ目は、選挙で選ばれた政府が実質的な統治能力を持ち、非国家的利益団体からの圧力

に影響されることなく、独立して政策の立案・実施を行っているかを評価する。2 つ目は、

政府機関における汚職の程度とその防止システムの機能状況を評価している。3 つ目は、政

変数名 定義

一者応札指標 (corr_singleb) 入札過程において一者応札の場合は1、複数の応札

があった場合は0となる二値変数。

調達手続き指標 (corr_proc) 一者応札の可能性が高い非公開型の調達手続きが採用

された場合に1、オープンな調達手続きの場合は0となる

二値変数。

応札期間 (submission_period) 入札公告日から応札締切日までの日数を示す変数。

応札期間リスク指標 (corr_subm) 応札期間の長さが一者応札の確率と有意な関係を持つ

場合に1、そうでない場合は0となる二値変数。

入札公告指標 (corr_nocft) 入札公告が存在しない場合は1、存在する場合は0となる

二値変数。

審査期間 (decision_period) 応札締切日から落札者決定日までの日数を示す変数。

審査期間リスク指標 (corr_decp) 審査期間の長さが一者応札の確率と有意な関係を持つ

場合に1、そうでない場合は0となる二値変数。

タックスヘイブン指標 (corr_tax_haven) 落札者が高金融リスク国に所在する場合に1、そうでない

場合は0となる二値変数。

支出集中度指標 (corr_spending_concentration) 特定の発注者による特定の業者への支出総額 (入札価格
ベース) が当該発注者の総支出に占める割合を示す

変数。この値が高いほど、特定業者への支出集中度が
高いことを示す。

複合汚職リスク指数 (Composite Risk score) 上記のリスクスコアの平均値。
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汚職の程度、官僚機構の機能などの観点から、政府機関の実効的な運営能力を評価している。

分析にあたり、政府機能指数は最小値を 0 に基準化した。その他には、統制変数として、総

人口と一人あたり GDP (いずれも自然対数値) を投入した。表 2 に各変数の具体的な説明

と出典、表 3 に記述統計を示す。 

 

表２ 変数説明 

 

表３ 記述統計 

 

 

４－２．推定方法 

 

上記の変数を用いて、公共調達の電子化が汚職リスクに与える影響を推定する。推定には、

国別の切片のランダム効果を考慮したマルチレベルモデルを採用した。約 4,000 万件にお

よぶ大規模な政府調達契約の個票データを効率的に処理するため、データを無作為に 10 分

割し、並列処理による推定を行った後、メタアナリシスで結果を統合した。また、電子調達

ダミーと政府機能指数の交互作用項を含むモデルについても同様の手順で推定を行った。 

 

 

府の説明責任と市民に対する応答性を評価するもので、政治的・官僚的な意思決定過程にお

ける開放性と透明性の確保に焦点を当てている。 

変数名 変数説明 出典

複合汚職リスク指数 公共調達における汚職を測定するための指数。 「GTI Global Public

Procurement Database」

電子入札ダミー 各国の電子調達導入年度を基準に、導入前を

0、導入後を1とした二値変数。

log (総人口) 国別の総人口を自然対数化した値。

log (一人当たりGDP) 国別の一人当たりGDPを自然対数化した値。

政府機能指数 各国政府の制度的実効性、すなわち汚職管理

や政策立案・執行における透明性、説明責任

の程度を数値化した指標。
「Freedom in the World2024」

「Global Public Procurement

Database」 (The World Bank)

観測数 平均値 標準偏差 最小値 最大値

複合汚職リスク指数 39679441 0.2472 0.2598 -0.0001 1

電子入札ダミー 39679441 0.7655 0.4237 0 1

log (総人口) 39679441 9.5092 1.4862 4 12

log (GDP) 39679441 10.6077 0.6666 6.9557 11.8034

政府機能指数 39679441 18.7217 1.5570 12.9124 19.6208
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５．分析結果 

 

５－１．マルチレベルモデルによる分析結果 

 

まず、表 4 では、各国の政府調達契約の個票データから、電子調達の導入が汚職リスクに

与える影響を分析した。Model 1 の分析結果によると、電子調達は汚職リスクに対して 10%

水準で有意に負の効果を示しており、これは理論仮説 1 と整合的である。この結果は、電子

調達システムの導入が汚職リスクの減少に寄与することを示している。Model 2 では、電子

調達の効果が各国の政府機能によってどのように異なるかを分析するため、電子調達ダミ

ーと政府機能指数の交互作用項を投入している。分析の結果、電子調達ダミーの主効果は

5%水準で有意に負の効果、政府機能との交互作用項は 5%水準で有意に正の効果を示した。

図 1 は、Model 2 の推定結果に基づき、政府機能指数の値ごとに電子調達が汚職リスクに与

える影響を示した限界効果プロットである。このプロットからは、政府機能の質が低い国に

おいて、電子調達による汚職リスク抑制効果が最も大きく、政府機能の質が向上するにつれ

てその効果が弱まることが確認された。この結果は理論仮説 2 に整合的であり、電子調達

システムの導入は、特に政府機関の質が低い国において、より効果的に汚職リスクを抑制す

ることが実証された。 

 

表４ 汚職リスクに対する電子調達導入の効果 
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図１ 電子調達の限界効果 

 

 

５－２．事例研究：ケニアにおける電子調達システムの導入事例 

 

前節の分析結果では、電子調達の導入が汚職リスクを有意に低下させ、特に政府機関の質

が低い国においてその効果が顕著であることが明らかとなった。本節では、この分析結果の

妥当性を検証するため、2014 年に電子調達システムを制度化した11ケニアの事例を取り上

げる。 

2000 年代初頭のケニアでは、公共調達が GDP の 9% (2004 年) から 11% (2014 年) を占

め、経済的重要性を有していたにもかかわらず、調達プロセスにおいて実質的な競争が機能

せず、調達手続きは不透明かつ未規制の状態にあった (Kamotho 2014)。特に問題視されて

いたのが国内で統一的な調達システムや、規則違反に対する制裁・罰則が存在せず、調達プ

ロセスにおける透明性と説明責任が欠如していたことであり、これらの要因が公共資金の

著しい損失を招いていた (Osir 2016)。これに対しケニア政府は、2005 年に「公共調達およ

び処分法 (The Public Procurement and Asset Disposal Act)」を制定し、2006 年に全国適

用の公共調達規則を整備した (Osir 2016)。また、世界の成功事例を参考に 2014 年より電

子調達システムの本格的な運用を開始した。複数の先行研究では、電子調達システムの導入

後、ケニアの公共調達における透明性と効率性が向上したことを示している。Jeptoo and 

Kabare (2017) の調査によると、電子調達の導入より、入札・受注・契約などの各業務にお

いて、効率性が大幅に向上し、取引コストが削減されたことがわかった。さらに、行政手続

 
11 https://www.globalpublicprocurementdata.org/gppd/country_profile/KE (2024 年 11 月

10 日)。 
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きの迅速化が進み、意思決定プロセスの透明性が向上したことで、汚職行為の減少につなが

ったことがわかった。同様に、Obiero and Ngugi (2024) は、Kiambu 郡政府でのアンケー

ト調査から、電子調達の導入が調達業務の時間効率を改善し、政府のパフォーマンスを顕著

に向上させたと結論づけている。これらの研究は、前節の分析結果を具体的に裏付けるもの

である。 

しかしながら、電子調達システムの導入過程では複数の課題も顕在化した。まず、Osir 

(2016) は、電子調達を支える法的枠組みとネットワークインフラの未整備、事業者のデジ

タルリテラシー不足を主要な制度的障壁として指摘している。さらに Schuppan (2009) は、

サハラ以南のアフリカにおける電子政府システムの導入に関して、より根本的な課題を指

摘している。これらの地域では、インターネットアクセス率が著しく低く、多くの国で 5%

未満にとどまっている。加えて、農村部における不安定な電力供給や、識字率の低さ、言語

の多様性といった社会インフラ上の制約が、システムの効果的な運用を阻害する要因とな

っていると分析している。 

これらの事例は、電子調達システムの導入には段階的なアプローチが不可欠であること

を示唆している。特に、インフラ整備、人材育成、制度的枠組みの整備を並行して進める必

要性が示唆された。Schuppan (2009) が指摘するように、先進国で確立された電子政府の

概念を機械的に移転するのではなく、当該国の社会経済的文脈に応じた適切な導入戦略の

策定が不可欠である。ケニアにおける事例は、他の開発途上国が電子調達システムを導入す

る際の有用な参考例を提供している。 

 

５－３．事例研究：政府関係機関における電子調達システムの導入事例 

 

前節のケニアの事例は、開発途上国における電子調達システムの導入による効果と課題

を、制度・技術・社会インフラの観点から包括的に示すものであった。本節では、これらの

知見を補完する視点として、日本の政府関係機関における電子調達システムの導入事例を

取り上げ、システムの運用側と利用側の両面から、導入時の具体的な課題と対応策について

考察する。 

当該機関では組織 DX 化の動きや新型コロナウイルスの影響により、電子入札システム

の導入を段階的に進めており、現在では原則として全ての一般競争入札案件において電子

入札を実施している。筆者が当該機関の職員とともに 2023 年に実施したアンケート調査で

は、過去に当該機関の電子入札に参加した経験のある企業 96 社を対象に、電子調達システ

ムの現状と課題について調査を行った。調査対象は国内調達及び海外調達における電子入

札案件であり、有効回答数は 54 (回答率 56%) であった。調査では、電子調達システムの導

入により、空間的・時間的制約が軽減され、入札プロセスの透明性が向上したという肯定的

な評価も得られたが、一方で、システムの導入・運用に関して、以下三つの課題が明らかと

なった。 
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一つ目は、システムの導入初期における課題である。具体的には、調達案件の本公告・公

示日から入札までの期間が短い中で、複雑かつ工程数の多い電子入札システムの導入作業

を完了させなければならないという課題である。この問題は、特に初めてシステムを導入す

る事業者にとって大きな障壁となっている。二つ目は、電子入札システムの操作性に関する

課題である。アンケート調査の結果、システム上での調達案件の検索、競争参加資格申請書

の提出、入札書・見積書の提出、再入札時の操作が特に分かりにくいという指摘が多く寄せ

られた。従来の対面での入札方式では直感的に実施できていた作業が、システム上では慣れ

ない操作が多く、使いこなすまでに時間を要することが明らかとなった。三つ目は、電子調

達システムのポータルサイトにおける情報提供の不十分さである。電子調達システムの利

用に不慣れな事業者にとって、ポータルサイトに掲載されたマニュアルは不親切な部分が

多く、操作方法が分かりにくいという課題が指摘された。これは、システム運用側の支援体

制にも改善の余地があることを示唆している。 

以上の事例から、電子調達システムの導入には十分な準備期間と段階的なアプローチが

必要であることがわかる。特にデジタル基盤が脆弱な開発途上国においては、以下の点に留

意が必要である。第一に、デジタルインフラの整備状況である。インターネット接続の安定

性や必要な機器・ソフトウェアへのアクセスが確保されていない場合、システムの効果的な

運用は困難である。第二に、技術的キャパシティの向上である。システムの操作に慣れるま

でには一定の時間と支援が必要であり、事業者側の準備態勢と政府職員の運用能力の双方

を段階的に向上させていく必要がある。第三に、競争性への影響である。システム導入に伴

う技術的・時間的負担が、特に小規模事業者の参加を妨げ、かえって競争性を低下させる可

能性がある。 

これらの課題に対応するため、以下の三段階の導入プロセスを提案する。まず、第一段階

では、パイロットプロジェクトの実施、関係者への研修、システムの使用テストを行う。特

に、操作マニュアルの整備や技術支援体制の構築に重点を置く必要がある。第二段階では、

特定の調達カテゴリーでの試験的導入、フィードバックの収集と改善、事業者支援体制の構

築を進める。この段階では、システムの操作性向上と並行して、事業者が十分な準備期間を

確保できるよう、入札スケジュールの見直しも検討する。第三段階では、システムの本格導

入を進め、対象範囲の段階的拡大、継続的なモニタリングと改善、ヘルプデスク等のサポー

ト体制の強化を実施する。 

以上の事例は、電子調達システムが汚職リスクの低減に効果的である一方で、導入には慎

重なアプローチが必要であることを示している。特に開発途上国では、デジタルインフラや

事業者の対応力を考慮した段階的な導入が重要である。本稿の分析結果を踏まえると、電子

調達システムの効果を最大限に発揮するためには、各国の状況に応じた適切な導入戦略が

求められると結論付けられる。 
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６．結論 

 

本稿では、各国の政府調達契約の個票データを用いて、電子調達システムの導入が汚職リ

スクに与える影響を実証的に分析した。分析結果から、電子調達システムの導入は汚職リス

クを有意に抑制する効果があることが明らかになった。さらに、この効果は国の政府機関の

質によって異なり、特に政府機関の質が低い国においてより顕著であることが示された。ま

た、事例研究を通じて、本稿の分析結果の妥当性を検証するとともに、電子調達システムの

具体的な導入過程における課題と対応策を明らかにした。事例研究の結果が示すように、電

子調達システムの効果的な導入には技術的準備や運用能力の向上が前提となる。なかでも、

発展途上国においては、デジタルインフラの整備状況や事業者の対応能力を慎重に考慮し、

各国の状況に即した段階的なアプローチが必要である。具体的には、パイロットプロジェク

トを通じた関係者への研修から始め、特定カテゴリーでの試験的導入を経て、全面的な展開

へと段階的に移行することが望ましい。この過程では、システムの操作性向上や技術支援体

制の整備と並行して、小規模事業者の参加機会が制限されないよう配慮することも重要で

ある。システムの導入自体が新たな参入障壁とならないよう配慮しつつ、透明性向上と競争

性確保の双方を実現していくことが、効果的な公共調達の実現には不可欠である。 

最後に、本稿の限界と今後の課題について触れておきたい。まず、本稿で用いたデータセ

ットは 18 カ国に限られており、より広範な国々での検証が必要である。分析方法に関して

も、大規模な政府調達契約の個票データを処理するため、データを無作為に 10 分割し並列

処理による推定を行った後、メタアナリシスで結果を統合するというアプローチを採用し

た。この方法は計算効率の面で利点がある一方で、データ全体を一括して分析した場合と比

べて、より細かな交互作用効果や非線形な関係性を見落としている可能性がある。さらに、

電子調達の効果が国や地域によって異なる可能性を考慮すると、データの分割方法自体に

ついても、より慎重な検討が必要かもしれない。これらの点については、今後の研究課題と

したい。 
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